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第２章 過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例集の作成 

第１節 評価検証様式の作成、送付・回収 

 平成 29 年度から令和元年度に実施した、以下に掲げる事業（※）について、事業実施団体ごとに

設定された地域課題や事業ごとの目標の達成度や効果等を整理・分析することで事業の検証を行い、

そのうち特徴的な事例について、事業推進上の課題・工夫等を収集・分析し、活用事例としてとり

まとめを行った。 

※対象とする事業（平成 29年度から令和元年度予算により措置された事業、１つの団体が同一年度

に複数の事業を実施している場合等があるため、団体数と事業数は必ずしも一致しない） 

事業分類 調査対象（団体・事業数） 

（１）過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業

（以下、「集落 NW圏形成支援事業」） 

平成 29年度：28団体・29事業 

平成 30年度：16団体・18事業 

令和元年度：27団体・28事業 

（２）過疎地域等自立活性化推進事業（以下、「自立

活性化推進事業」）のうち、人材育成事業及び

ICT等技術を活用した事業 

平成 29年度：５団体・５事業 

平成 30年度：７団体・７事業 

令和元年度：５団体・５事業 

（３）過疎地域集落再編整備事業（以下、「集落再編

整備事業」） 

平成 29年度：９団体・９事業 

平成 30年度：７団体・７事業 

令和元年度：６団体・６事業 

（４）過疎地域遊休施設再整備事業（以下、「遊休施

設再整備事業」） 

平成 29年度：２団体・２事業 

平成 30年度：３団体・３事業 

令和元年度：２団体・２事業 

 

（１）評価検証様式の作成 

 上記に掲げた事業について、目標の達成度や効果等を整理・分析するための項目を設定した評

価検証様式（シート）を作成した。 

◆評価項目 

大項目 小項目 項目を設定した考え方、ねらい 

「地域課

題」解決

に向けた

取組 

事業実施当初に設定した

地域課題 
・事業実施年度の活動内容だけではなく、その後取組

の様子を把握するために設定 
地域課題解決に向けて、交

付金事業実施年度を含む

３か年で取り組んだこと 

交付金実施事業を契機に

派生した「地域課題」の解

決に資する取組の有無 

・想定していなかった、「地域課題」の解決に資する取

組が派生している事例は優良と考えられることから

実績等を把握するために設定 

取組実施

までの過

程・苦労

した点 

取組実施までの過程（特に

気をつけて取り組んだこ

と、苦労したこと） 

・活動の内容だけではなく、活動開始前も含めた初期

の様子（プロセス、動機等）を把握するために設定 

事業実施

体制 

実施当初及び現在（令和４

年２月時点）の事業実施体

制 

・地域内外（地域住民、地縁団体、NPO 法人、各種業

界団体・組合、中間支援組織等）の主体をどれだけ

巻き込めているかを把握、多様な主体への広がりが
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大項目 小項目 項目を設定した考え方、ねらい 

体制が変化した理由やき

っかけ（実施体制が変化し

た場合） 

見られる事例は事例集掲載候補とする。 

外部人材

等の活用 

活用の有無 

・事業の効果を高めることに資する、支援のあり方、

留意点等を把握するために設定 

活用状況＜人材支援策、時

期、事業において果たした

役割＞（活用した場合） 

事業主体 

法人格の有無と種類 ・法人格の有無、取得が取組実施までの過程（ネック

となった、課題解決の糸口になった等）においてど

のような影響を与えたかを把握。 

法人格の取得時期（法人格

を有している場合） 

交付金実

施事業の

継続状況 

交付金実施事業の現在（令

和４年 2月時点）の状況 ・事業が拡大、継続しており、交付金以外の自主財

源割合が高いケースでは、取組の継続性、持続性

が高く優良と考えられるため把握。 
直近の会計年度における

経営状態（事業を拡大、継

続している場合） 

理由（事業休止あるいは事

業主体が解散した場合） 

・事業目的を達成、あるいは事業スキームの変更等、

「積極的」な理由によって事業を取りやめた場合

があるか把握するために設定。 

目標の達

成状況・

交付金事

業の効果 

実施当初に設定した目標、

目標の達成状況 

・当初設定した目標が達成されている事例は優良と考

えられることから実績等を把握するために設定 

主な要因（目標が達成でき

ていなかった場合） 

・外的要因（社会経済情勢の急変等）、内的要因（事業

実施体制や主体固有の要因等）に分けて評価するた

めに設定 

副次的にもたらされた（実

施当初に想定していなか

った）効果 

・想定していなかった効果、成果があがっている（前

提として当初設定した目標が達成されている）事例

は優良と考えられることから実績等を把握するため

に設定 

交付金事

業に係る

問い合わ

せ状況 

問い合わせ、視察等の打診

の有無 
・地域内外からの問い合わせが多い事例ほど、波及効

果が高い（優良と考えられる）ことから、実績等を

把握するために設定 
対応件数（打診ありの場

合） 

参考 
公表情報、HP等の URLの提

供依頼 

・優良事例集作成にあたっての周辺情報等の収集を目

的として把握するために設定 

 

 なお、上記の評価項目は、事業により目的・性質が異なることから、事業分類ごとに把握する

べき項目を以下のように抽出している。 

◆評価項目と事業分類の対応関係 

評価項目 事業分類（２頁参照） 

大項目 小項目 （１） （２） （３） （４） 

「地域課題」解決

に向けた取組 

事業実施当初に設定した地域課題 ○ ○ ○ ○ 

地域課題解決に向けて、交付金事業実

施年度を含む３か年で取り組んだこと 
○ ○ ○ ○ 

交付金実施事業を契機に派生した「地

域課題」の解決に資する取組の有無 
○ ○ ○ ○ 

取組実施までの 取組実施までの過程（特に気をつけて ○ ― ― ― 
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評価項目 事業分類（２頁参照） 

大項目 小項目 （１） （２） （３） （４） 

過程・苦労した点 取り組んだこと、苦労したこと） 

事業実施体制 

実施当初及び現在（令和４年２月時点）

の事業実施体制 
○ ○ ― ― 

体制が変化した理由やきっかけ（実施

体制が変化した場合） 
○ ○ ― ― 

外部人材等の活

用 

活用の有無 ○ ○ ― ― 

活用状況＜人材支援策、時期、事業にお

いて果たした役割＞（活用した場合） 
○ ○ ― ― 

事業主体 

法人格の有無と種類 ○ ― ― ― 

法人格の取得時期（法人格を有してい

る場合） 
○ ― ― ― 

交付金実施事業

の継続状況 

交付金実施事業の現在（令和４年 2 月

時点）の状況 
○ ○ ― ― 

直近の会計年度における経営状態（事

業を拡大、継続している場合） 
○ ― ― ― 

理由（事業休止あるいは事業主体が解

散した場合） 
○ ○ ― ― 

目標の達成状況・

交付金事業の効

果 

実施当初に設定した目標、目標の達成

状況 
○ ○ ○ ○ 

主な要因（目標が達成できていなかっ

た場合） 
○ ○ ○ ○ 

副次的にもたらされた（実施当初に想

定していなかった）効果 
○ ○ ○ ○ 

交付金事業に係

る問い合わせ状

況 

問い合わせ、視察等の打診の有無 ○ ○ ○ ○ 

対応件数（打診ありの場合） ○ ○ ○ ○ 

参考 公表情報、HP 等の URLの提供依頼 ○ ○ ○ ○ 

 

（２）送付・回収 

 （１）で作成した評価検証様式について、第１節冒頭で整理した調査対象（事業ベース）に対し

て電子メールにて送付した。 

１）送付・回収状況 

実施主体 総務省自治行政局過疎対策室 

調査対象 
平成 29年度から令和元年度予算により措置された事業（分類（１）

～（４））を実施した 96団体・121事業 

回答数 90団体（93.8％）・115事業（95.0％） 

 

２）回答の傾向（事業をベースに集計） 

 評価項目のうち、一元的に集計可能な項目についての傾向は次頁以降のとおりである。 
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①外部人材等の活用状況（単一回答） 

・外部人材等を活用した事業は、33 事業（37.5％）であった。 

・活用した外部人材等の内訳は、「地域おこし協力隊（30.3％）」「集落支援員（9.1％）」の順

であった。なお、「その他」については事業に係る専門家（学識経験者、コンサルタント等）

を挙げる回答が多かった。 

  

 

 

 

 

 

②活用した外部人材等（単一回答、①で「活用した」と回答した事業＜n=33＞） 

 

 

＜その他＞ 

主な回答 

コンサル（直売所開業に向けた事業計画等の作成） 

防災勉強会、宮川の歴史勉強会 

大学教授 

ファシリテーション専門家の招聘 

地域づくり応援隊制度（独自事業） 

大学研究者及び地域づくり実践者。カメラマン、食品コーディネーター、アートディレク

ター等 

地域防災アドバイザー 

経済産業省 ミラサポ専門家派遣事業 

地域力創造アドバイザー 

市内在住アーティスト 

 

  

回答数 割合
活用した 33 37.5%
活用していない 55 62.5%
無回答 0 0.0%
合計 88

37.5%

62.5%

0.0%

活用した 活用していない 無回答

回答数 割合
地域おこし協力隊 10 30.3%
地域情報化アドバイザー 0 0.0%
地域活性化起業人 2 6.1%
集落支援員 3 9.1%
その他 17 51.5%
無回答 1 3.0%
合計 33

30.3%

6.1%

9.1%

51.5%

3.0%

地域おこし協力隊 地域情報化アドバイザー
地域活性化起業人 集落支援員
その他 無回答
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③事業主体（単一回答） 

・事業主体が調査時点で「法人格を有している」事業は、22 事業（25.0％）であった。 

・法人格の内訳は、「NPO 法人（36.4％）」「株式会社（27.3％）」「一般社団法人（18.2％）」の

順であった。 

  

 

 

④取得した法人格（単一回答、③で「法人格を有している」と回答した事業＜n=22＞） 

 

 

⑤交付金実施事業の継続状況について（単一回答） 

・交付金実施事業の継続状況について、「交付金終了時と同じ事業を、事業規模を縮小して

継続（30.7％）」「交付金終了時と同じ事業を同規模で継続（29.5％）」「交付金終了時と異

なる事業も加え、事業規模を拡大して活動（21.6％）」の順であった。 

 

 

 

 

  

回答数 割合
法人格を有している 22 25.0%
法人格を有していない 49 55.7%
無回答 2 2.3%
合計 73

回答数 割合
認可地縁団体 2 9.1%
一般社団法人 4 18.2%
NPO法人 8 36.4%
認定NPO法人 0 0.0%
株式会社 6 27.3%
合同会社 0 0.0%
その他 0 0.0%
無回答 2 9.1%
合計 22

9.1%

18.2%

36.4%

27.3%

9.1%

認可地縁団体 一般社団法人 NPO法人 認定NPO法人
株式会社 合同会社 その他 無回答

21.6%

29.5%

30.7%

6.8%

5.7%

4.5%

2.3%

0.0%

交付金終了時と異なる事業も加え、事業規模を拡大して活動

交付金終了時と同じ事業を同規模で継続

交付金終了時と同じ事業を、事業規模を縮小して継続

交付金終了時と異なる事業を実施・継続

事業休止中（中止を含む）

事業主体が解散した

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%回答数 割合
交付金終了時と異なる事
業も加え、事業規模を拡
大して活動

19 21.6%

交付金終了時と同じ事業
を同規模で継続

26 29.5%

交付金終了時と同じ事業
を、事業規模を縮小して
継続

27 30.7%

交付金終了時と異なる事
業を実施・継続

6 6.8%

事業休止中（中止を含
む）

5 5.7%

事業主体が解散した 4 4.5%
その他 2 2.3%
無回答 0 0.0%
回答対象 88

25.0%

55.7%

2.3%

法人格を有している 法人格を有していない 無回答
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⑥理由(複数回答、⑤で「事業休止中(中止を含む)」「事業主体が解散した」と回答した事業

＜n=９＞） 

・「代表者や担当者の異動・退職等により継続が困難となったため」「実施当初に掲げた目

的・目標を達成したため」がそれぞれ 44.4％と最も多い。 

 

 

 

 

 

⑦交付金事業に係る問い合わせ状況について（単一回答） 

・交付金事業に係る問い合わせ、視察等の対応をしたことがある事業は、38事業

（32.8％）であった。 

 

 

 

 

 

 

  

11.1%

11.1%

44.4%

0.0%

11.1%

44.4%

11.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

想定していた成果が得られなかったため

実施するための資金が確保できなかったため

代表者や担当者の異動・退職等により継続が困難となったため

構成員の賛同や協力が得られず、継続が困難となったため

事業の対象者（利用者）が減少したため

実施当初に掲げた目的・目標を達成したため

その他

無回答

回答数 割合
想定していた成果が得ら
れなかったため

1 11.1%

実施するための資金が確
保できなかったため

1 11.1%

代表者や担当者の異動・
退職等により継続が困難
となったため

4 44.4%

構成員の賛同や協力が得
られず、継続が困難と
なったため

0 0.0%

事業の対象者（利用者）
が減少したため

1 11.1%

実施当初に掲げた目的・
目標を達成したため

4 44.4%

その他 1 11.1%
無回答 0 0.0%
回答対象 9

32.8%

64.7%

2.6%

問い合わせ、視察等の対応をしたことがある
問い合わせ、視察等の対応をしたことはない
無回答

回答数 割合
問い合わせ、視察等の対
応をしたことがある

38 32.8%

問い合わせ、視察等の対
応をしたことはない

75 64.7%

無回答 3 2.6%
合計 116
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第２節 活用事例集の作成 

回収した評価検証シートをもとに、体制構築や合意形成、取組実施に際しての工夫点や取組の継

続状況等を考慮して 12事業を選定した。当該事業について、追加で地方公共団体へ照会・ヒアリ

ング等を行い、取組の流れをまとめ、活用事例集として整理を行った。整理した事例集は次頁以降

のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

 

 

  



10 



11 



12 



13 



14 



15 



16 



17 



18 



19 



20 



21 



22 



23 



24 



25 



26 



27 



28 



29 



30 



31 
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（参考）評価検証様式シート 

 

 

 

 

 

 

過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例に関する調査

■調査票の返送先

ご記入いただきました調査票は、以下アドレス宛に送付をお願いいたします。

■市町村情報

市町村コード（半角5桁）をご入力ください。貴市町村において回答対象となる事業が下表に表示されます。

■担当部課、担当者、連絡先

■貴市町村において回答対象となる事業

・上記に市町村コードを入力いただくと、回答対象となる事業が下表に表示されます。

・各事業ごとに調査票が異なります。回答対象となる事業について、下表の「調査票」列のリンクよりジャンプし、回答をお願いいたします。

【過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業】

1

2

3

4

5

【過疎地域等自立化推進事業】

1

2

3

【過疎地域集落再編整備事業】

1

2

3

【過疎地域遊休施設再整備事業】

1

2

3

対象年度

-

-

- -

旧施設名 新施設名

建物の種類 整備戸数

-

-

-

- -- - -

調査票施設の種類

-

-

- -- -

- -

- -

-

-

-

-

- -

-

-

-

対象年度 調査票

- - -

-

調査票

- - -

対象年度 対象事業名

-

調査票

-

-

-

-

お電話番号

メールアドレス

-

対象年度 対象事業名

-

-

-

-

-

-

-

public_policy01@jmar.co.jp

都道府県名

部署名

担当者　氏名

市町村コード（5桁）

上段に市町村ｺｰﾄﾞ(半角5桁)をご入力ください

上段に市町村ｺｰﾄﾞ(半角5桁)をご入力ください市町村名
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過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例に関する調査
＜過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業＞

【貴市町村における対象事業】

以下のドロップリストより、対象事業を選択のうえ、ご回答をお願いいたします。

-

※対象事業が複数ある場合には、当シートをコピーして使用してください。 -

-

-

※優良事例集の作成にあたり、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。 -

1 「地域課題」解決に向けた取組について

1-1

1-2

2 取組実施までの過程・苦労した点について

・ 取組実施までの過程を記載ください。また、その過程において特に気をつけて取り組んだこと、苦労したことがあれば記載ください。

【特に記載いただきたいこと】

（例）①取組手法検討　②実施にあたっての協力体制等の体制づくり　③総会等での合意形成

3 事業実施体制について

3-1 事業実施当初及び現在（令和4年2月時点）の事業実施体制を記載ください。

なお、すでに事業が終了している場合は、終了時点の実施体制を記載ください。

事業実施当初 現在（又は事業終了時点）

（例）

事業主体

支援・連携(民間）

支援・連携(行政）

その他

※事業主体を構成する団体が複数ある場合は、区分で「事業主体」を選択のうえ、それぞれ記載ください。

※本調査は優良事例集作成のためのものであり、優良事例として紹介させていただく際には、別途資料をご確認いただく予定
です。

取組① 取組② 取組③

初年度
（交付金実施

年度）

区分区分

地域課題① 地域課題② 地域課題③

※地域課題②③、取組②③の回答欄は、事業実施当初に設定した「地域課題」や実施した取組が複数ある場合にご利
用ください。

事業実施当初に設定した「地域課題」について具体的に記載ください。また、その「地域課題」の解決に向けて、交付金事業実施
年度を含む３か年でどのような取組を行いましたか。

３年度目

２年度目

事業主体 ○○地域づくり協議会 事業主体 ○○地域づくり協議会

支援・連携
(民間）

一般社団法人○○
支援・連携
(民間）

一般社団法人○○

地域課題

交付金実施事業を契機に派生した、「地域課題」の解決に資する他の取組はありますか。ある場合、取組の内容について具体的
に記載ください。
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3-2 （実施体制が変化した場合）実施当初と現在で実施体制が変化した理由やきっかけを記載ください。

4 外部人材等の活用について

4-1 事業実施にあたり、外部人材等（集落支援員や地域情報化アドバイザーなど）を活用しましたか。

1 4-2へ

2 5-1へ

4-2 （4-1で「活用した」を選択した場合）外部人材等の活用状況を記載ください。

【活用した人材支援策】※ドロップダウンリストから選択ください。
地域おこし協力隊

【活用した時期】 地域情報化アドバイザー

地域活性化起業人

【事業において果たした役割】 集落支援員

その他

5 事業主体について

5-1 事業主体は法人格を有していますか。また、有している場合は該当する法人格を選択ください。

1 1

2 2

3

4

5

6

7

5-2 （5-1で「法人格を有している」を選択した場合）法人格の取得時期を西暦年で記載ください。

西暦 年

6 交付金実施事業の継続状況について

6-1 交付金実施事業の現在（令和4年2月時点）の状況を選択ください。

1

2

3

4

5

6

7 7-1へ

6-2 （6-1で選択肢1～4を選択した場合）差し支えなければ、直近の会計年度における経営状態について記載ください。

※こちらは優良事例集等には掲載しませんので、ありのままを記載ください。

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

6-3 （6-1で選択肢5～6を選択した場合）事業休止、あるいは事業主体が解散した理由を選択ください。（複数選択可）

1

2

3

4

5

6

7

内容

構成員の賛同や協力が得られず、継続が困難となったため

事業の対象者（利用者）が減少したため

実施当初に掲げた目的・目標を達成したため

その他の事業

想定していた成果が得られなかったため

補助金・交付金活用事業事業主体

主事業（自己収入によるもの）

その他

6-2へ

その他

実施するための資金が確保できなかったため

代表者や担当者の異動・退職等により継続が困難となったため

事業休止中（中止を含む）

事業主体が解散した

収入（千円）

活用した

活用していない

認定NPO法人

株式会社

合同会社

その他

法人格を有している

法人格を有していない

認可地縁団体

一般社団法人

支出（千円）

6-3へ

6-1へ

NPO法人

収支（千円）

-

-

-

交付金終了時と異なる事業も加え、事業規模を拡大して活動

交付金終了時と同じ事業を同規模で継続

交付金終了時と同じ事業を、事業規模を縮小して継続

交付金終了時と異なる事業を実施・継続
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7 目標の達成状況・交付金事業の効果について

7-1 実施当初に設定した目標について記載ください。また、その達成状況について、事業実施年度を含む３か年別に記載ください。

【実施当初設定した目標①】

【実施当初設定した目標②】

【実施当初設定した目標③】

7-2 目標が達成できていなかった主な要因を記載ください。

7-3

8 交付金事業に係る問い合わせ状況について

8-1 交付金実施事業について、他の地方公共団体、民間団体等から問い合わせ、視察等の打診を受けたことはありますか。

1 8-2へ

2 調査は終了です

8-2 （8-1で「対応したことがある」を選択した場合）交付金実施事業についての問い合わせ等の対応件数（累計）を記載ください。

問い合わせ対応件数 件

視察対応件数 件

※ 参考となる情報について

・

調査は以上で終了です。ご協力いただきまして、ありがとうございました。

【目標②の達成状況】

事業
開始前

上記の目標に対する効果のほか、交付金実施事業の結果、副次的にもたらされた（当初想定していなかった）効果があれば記載
ください。

２年度目

３年度目

問い合わせ、視察等の対応をしたことがある

初年度

３年度目

上記でご記入いただいた情報のほか、参考となる公表情報（ＨＰ等）がございましたら、ＵＲＬを記載ください。また、公表されていな
いが、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

問い合わせ、視察等の対応をしたことはない

【目標①の達成状況】

事業
開始前

２年度目

３年度目

【目標③の達成状況】

初年度

事業
開始前

初年度

２年度目
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過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例に関する調査
＜過疎地域等自立活性化推進事業＞

【貴市町村における対象事業】

以下のドロップリストより、対象事業を選択のうえ、ご回答をお願いいたします。

-

※対象事業が複数ある場合には、当シートをコピーして使用してください。 -

-

※優良事例集の作成にあたり、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

1 「地域課題」解決に向けた取組について

1-1

1-2

2 事業実施体制について

2-1 事業実施当初及び現在（令和4年2月時点）の事業実施体制を記載ください。

なお、すでに事業が終了している場合は、終了時点の実施体制を記載ください。

事業実施当初 現在（又は事業終了時点）

（例）

事業主体

支援・連携(民間）

支援・連携(行政）

その他

※事業主体を構成する団体が複数ある場合は、区分で「事業主体」を選択のうえ、それぞれ記載ください。

2-2 （実施体制が変化した場合）実施当初と現在で実施体制が変化した理由やきっかけを記載ください。

3 外部人材等の活用について

3-1 事業実施にあたり、外部人材等（集落支援員や地域情報化アドバイザーなど）を活用しましたか。

1 3-2へ

2 4-1へ

3-2 （3-1で「活用した」を選択した場合）外部人材等の活用状況を記載ください。

【活用した人材支援策】※ドロップダウンリストから選択ください。
地域おこし協力隊

【活用した時期】 地域情報化アドバイザー

地域活性化起業人

【事業において果たした役割】 集落支援員

その他

活用していない

活用した

支援・連携
(民間）

一般社団法人○○
支援・連携
(民間）

一般社団法人○○

区分 区分

事業主体 ○○地域づくり協議会 事業主体 ○○地域づくり協議会

３年度目

交付金実施事業を契機に派生した、「地域課題」の解決に資する他の取組はありますか。ある場合、取組の内容について具体的
に記載ください。

初年度
（交付金実施

年度）

２年度目

地域課題

取組① 取組② 取組③

※本調査は優良事例集作成のためのものであり、優良事例として紹介させていただく際には、別途資料をご確認いただく予定
です。

事業実施当初に設定した「地域課題」について具体的に記載ください。また、その「地域課題」の解決に向けて、交付金事業実施
年度を含む３か年でどのような取組を行いましたか。

※地域課題②③、取組②③の回答欄は、事業実施当初に設定した「地域課題」や実施した取組が複数ある場合にご利
用ください。

地域課題① 地域課題② 地域課題③
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4 交付金実施事業の継続状況について

4-1 交付金実施事業の現在（令和4年2月時点）の状況を選択ください。

1

2

3

4

5

6

7 5-1へ

4-2 （4-1で選択肢5～6を選択した場合）事業休止、あるいは事業主体が解散した理由を選択ください。（複数選択可）

1

2

3

4

5

6

7

5 目標の達成状況・交付金事業の効果について

5-1 実施当初に設定した目標について記載ください。また、その達成状況について、事業実施年度を含む３か年別に記載ください。

【実施当初設定した目標①】

【実施当初設定した目標②】

【実施当初設定した目標③】

２年度目

３年度目

【目標③の達成状況】

事業
開始前

初年度

初年度

２年度目

３年度目

３年度目

【目標②の達成状況】

事業
開始前

【目標①の達成状況】

事業
開始前

初年度

２年度目

構成員の賛同や協力が得られず、継続が困難となったため

事業の対象者（利用者）が減少したため

実施当初に掲げた目的・目標を達成したため

その他

想定していた成果が得られなかったため

実施するための資金が確保できなかったため

代表者や担当者の異動・退職等により継続が困難となったため

交付金終了時と異なる事業を実施・継続

事業休止中（中止を含む）
4-2へ

事業主体が解散した

その他

交付金終了時と異なる事業も加え、事業規模を拡大して活動

交付金終了時と同じ事業を同規模で継続
5-1へ

交付金終了時と同じ事業を、事業規模を縮小して継続
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5-2 目標が達成できていなかった主な要因を記載ください。

5-3

6 交付金事業に係る問い合わせ状況について

6-1 交付金実施事業について、他の地方公共団体、民間団体等から問い合わせ、視察等の打診を受けたことはありますか。

1 6-2へ

2 調査は終了です

6-2 （6-1で「対応したことがある」を選択した場合）交付金実施事業についての問い合わせ等の対応件数（累計）を記載ください。

問い合わせ対応件数 件

視察対応件数 件

※ 参考となる情報について

・

調査は以上で終了です。ご協力いただきまして、ありがとうございました。

問い合わせ、視察等の対応をしたことがある

問い合わせ、視察等の対応をしたことはない

上記でご記入いただいた情報のほか、参考となる公表情報（ＨＰ等）がございましたら、ＵＲＬを記載ください。また、公表されていな
いが、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

上記の目標に対する効果のほか、交付金実施事業の結果、副次的にもたらされた（当初想定していなかった）効果があれば記載
ください。
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過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例に関する調査
＜過疎地域集落再編整備事業＞

【貴市町村における対象事業】

以下のドロップリストより、対象事業を選択のうえ、ご回答をお願いいたします。

-

※対象事業が複数ある場合には、当シートをコピーして使用してください。 -

-

※優良事例集の作成にあたり、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

1 「地域課題」解決に向けた取組について

1-1

1-2

2 目標の達成状況・交付金事業の効果について

2-1 実施当初に設定した目標について記載ください。また、その達成状況について、事業実施年度を含む３か年別に記載ください。

【実施当初設定した目標①】

【実施当初設定した目標②】

【実施当初設定した目標③】

※本調査は優良事例集作成のためのものであり、優良事例として紹介させていただく際には、別途資料をご確認いただく予定
です。

事業実施当初に設定した「地域課題」について具体的に記載ください。また、その「地域課題」の解決に向けて、交付金事業実施
年度を含む３か年でどのような取組を行いましたか。

※地域課題②③、取組②③の回答欄は、事業実施当初に設定した「地域課題」や実施した取組が複数ある場合にご利
用ください。

地域課題① 地域課題② 地域課題③

地域課題

取組① 取組② 取組③

初年度
（交付金実施

年度）

２年度目

【目標①の達成状況】

事業
開始前

３年度目

交付金実施事業を契機に派生した、「地域課題」の解決に資する他の取組はありますか。ある場合、取組の内容について具体的
に記載ください。

初年度

２年度目

３年度目

【目標③の達成状況】

【目標②の達成状況】

事業
開始前

初年度

２年度目

３年度目

事業
開始前

初年度

２年度目

３年度目
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2-2 目標が達成できていなかった主な要因を記載ください。

2-3

3 交付金事業に係る問い合わせ状況について

3-1 交付金実施事業について、他の地方公共団体、民間団体等から問い合わせ、視察等の打診を受けたことはありますか。

1 3-2へ

2 調査は終了です

3-2 （3-1で「対応したことがある」を選択した場合）交付金実施事業についての問い合わせ等の対応件数（累計）を記載ください。

問い合わせ対応件数 件

視察対応件数 件

※ 参考となる情報について

・

調査は以上で終了です。ご協力いただきまして、ありがとうございました。

問い合わせ、視察等の対応をしたことがある

上記の目標に対する効果のほか、交付金実施事業の結果、副次的にもたらされた（当初想定していなかった）効果があれば記載
ください。

問い合わせ、視察等の対応をしたことはない

上記でご記入いただいた情報のほか、参考となる公表情報（ＨＰ等）がございましたら、ＵＲＬを記載ください。また、公表されていな
いが、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。
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過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例に関する調査
＜過疎地域遊休施設再整備事業＞

【貴市町村における対象事業】

以下のドロップリストより、対象事業を選択のうえ、ご回答をお願いいたします。

-

※対象事業が複数ある場合には、当シートをコピーして使用してください。 -

-

※優良事例集の作成にあたり、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

1 「地域課題」解決に向けた取組について

1-1

1-2

2 目標の達成状況・交付金事業の効果について

2-1 実施当初に設定した目標について記載ください。また、その達成状況について、事業実施年度を含む３か年別に記載ください。

【実施当初設定した目標①】

【実施当初設定した目標②】

※本調査は優良事例集作成のためのものであり、優良事例として紹介させていただく際には、別途資料をご確認いただく予定
です。

事業実施当初に設定した「地域課題」について具体的に記載ください。また、その「地域課題」の解決に向けて、交付金事業実施
年度を含む３か年でどのような取組を行いましたか。

※地域課題②③、取組②③の回答欄は、事業実施当初に設定した「地域課題」や実施した取組が複数ある場合にご利
用ください。

地域課題① 地域課題② 地域課題③

地域課題

取組① 取組② 取組③

初年度
（交付金実施

年度）

２年度目

３年度目

交付金実施事業を契機に派生した、「地域課題」の解決に資する他の取組はありますか。ある場合、取組の内容について具体的
に記載ください。

【目標②の達成状況】

【目標①の達成状況】

事業
開始前

初年度

２年度目

３年度目

事業
開始前

初年度

２年度目

３年度目
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【実施当初設定した目標③】

2-2 目標が達成できていなかった主な要因を記載ください。

2-3

3 交付金事業に係る問い合わせ状況について

3-1 交付金実施事業について、他の地方公共団体、民間団体等から問い合わせ、視察等の打診を受けたことはありますか。

1 3-2へ

2 調査は終了です

3-2 （3-1で「対応したことがある」を選択した場合）交付金実施事業についての問い合わせ等の対応件数（累計）を記載ください。

問い合わせ対応件数 件

視察対応件数 件

※ 参考となる情報について

・

調査は以上で終了です。ご協力いただきまして、ありがとうございました。

【目標③の達成状況】

事業
開始前

初年度

２年度目

３年度目

上記でご記入いただいた情報のほか、参考となる公表情報（ＨＰ等）がございましたら、ＵＲＬを記載ください。また、公表されていな
いが、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

上記の目標に対する効果のほか、交付金実施事業の結果、副次的にもたらされた（当初想定していなかった）効果があれば記載
ください。

問い合わせ、視察等の対応をしたことがある

問い合わせ、視察等の対応をしたことはない


